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1.  21年3月期の業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 10,901 0.9 2,238 18.2 1,954 21.9 1,087 22.8
20年3月期 10,808 17.8 1,893 9.5 1,603 12.7 885 10.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 65.82 ― 23.6 7.7 20.5
20年3月期 53.57 ― 23.2 6.9 17.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 26,191 5,047 19.3 304.20
20年3月期 24,901 4,159 16.7 252.57

（参考） 自己資本   21年3月期  5,047百万円 20年3月期  4,158百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 2,658 △1,956 100 1,704
20年3月期 2,116 △5,239 2,535 900

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間） 配当性向

純資産配当
率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 12.00 12.00 197 22.4 5.2
21年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 165 15.2 3.6
22年3月期 

（予想）
― 5.00 ― 5.00 10.00 13.8

3.  22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,690 2.1 1,374 26.7 1,205 11.1 560 9.2 33.75

通期 11,500 5.5 2,630 17.5 2,300 17.7 1,200 10.3 72.38
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、20ページ「重要な会計方針」及び23ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、37ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 16,592,351株 20年3月期 16,592,351株
② 期末自己株式数 21年3月期  1,335株 20年3月期  126,730株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は本資料の発送日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前
提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に
あたっての注意事項等につきましては、添付資料の３ページをご参照下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融不安による世界経済の減速、円高や

消費の低迷による生産の低下、雇用環境の悪化及び株価下落に伴う企業収益への圧迫により、景気は後退感の強まる

傾向となりました。 

 こうした経済環境のもとで、当社スポーツクラブ事業におきましては、賃貸借期間の満了に伴う山口店の閉店はあ

ったものの、福岡県大牟田市、青森県弘前市及び栃木県宇都宮市に合計３店舗出店し、営業店舗の合計は35店舗とな

りました。 

 ホテル事業におきましては、朝食メニューのバリューアップ、一部店舗における夕食の無料サービス化、宿泊プラ

ンの多様化、大浴場における人工温泉の導入等宿泊稼働率の向上に努めました。 

 不動産開発事業におきましては、自社所有の賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」シリーズが５棟増加いたしました。

 以上の結果、当事業年度におきましては、売上高10,901百万円(前年同期比0.9％増)、営業利益2,238百万円(同

18.2％増)、経常利益1,954百万円(同21.9％増)、当期純利益は1,087百万円(同22.8％増)となりました。 

 なお、事業別の業績は次のとおりであります。 

①スポーツクラブ事業 

 スポーツクラブ事業におきましては、平成20年11月に『ホリデイスポーツクラブ大牟田』、平成21年２月に『ホリ

デイスポーツクラブ弘前』、同３月に『ホリデイスポーツクラブ宇都宮』を出店、計画通り新規３店舗をオープンい

たしました。 

  ソフト面では、当社独自のプログラムの開発（ターゲットＡＢＳ等）、当社初となるエクササイズＤＶＤの販売等

会員様のニーズに対応したサービスの提供を行ってまいりました。 

 前期に開業した７店舗及び新規３店舗の増収効果により、スポーツクラブ事業の売上高は8,153百万円（同8.0％

増）となりました。 

 平成22年3月期オープン予定の『ホリデイスポーツクラブ長野』の開発につきましては、順調に推移しておりま

す。 

②ホテル事業 

 前期に開業した３店舗の増収効果により売上高は976百万円（同61.6％増）となりました。 

③不動産開発事業 

 不動産開発事業におきましては、賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」が５棟増加したものの、請負部門の完成工事高

が前期に比べ52.7％減少、賃貸マンションの販売もなく、売上高は1,771百万円（同33.2％減）となりました。 

  

 次期の見通しにつきましては、企業の景況感、雇用環境、個人所得及び消費の低迷、健康産業におけるスポーツク

ラブ業界の変化、金融市場の混乱等厳しい環境が続くものと思われます。 

 こうした経済環境のもとで、一段と地域に根ざした親しみのあるスポーツクラブ、ビジネスホテル及び賃貸マンシ

ョンの運営及び開発を行い、新しい発想力、企画力により収益力の向上に取組んでまいります。 

 以上に基づき、次期の業績につきましては、売上高11,500百万円(前年同期比5.5％増)、営業利益2,630百万円(同

17.5％増)、経常利益2,300百万円(同17.7％増)、当期純利益は1,200百万円(同10.3％増)を見込んでおります。 

  

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の分析 

 当事業年度末の総資産は26,191百万円となり、前年同期比1,290百万円の増加となりました。 

流動資産は2,227百万円となり、同202百万円の増加となりました。これは主に現金及び預金が859百万円増加し、販

売用不動産が510百万円減少したことによるものであります。 

 固定資産につきましては23,928百万円となり、同1,052百万円の増加となりました。これは主にスポーツクラブ２

店、賃貸マンション５棟等の建設によるものであります。 

 流動負債は8,041百万円となり、同1,555百万円の減少となりました。これは主に短期借入金が2,051百万円減少

し、１年以内返済予定の長期借入金が382百万円増加したことによるものであります。 

 固定負債につきましては13,102百万円となり、同1,957百万円の増加となりました。これは主にスポーツクラブ２

店、賃貸マンション５棟等の建設に伴う金融機関からの融資による長期借入金670百万円の増加、運転資金の増強に

よる社債発行1,280百万円の増加によるものであります。 

 純資産につきましては、前事業年度末に比べ888百万円増加し5,047百万円となりました。これは主に前事業年度末

に比べ別途積立金が500百万円、繰越利益剰余金が302百万円増加となったためであります。 

 自己資本比率は、2.6ポイント増加の19.3％となりました。  

 

②キャッシュ・フロー分析 

 当事業年度における当社キャッシュ・フローにつきましては、営業活動による収入2,658百万円及び財務活動によ

る収入100百万円があった一方、スポーツクラブ建設等の投資活動による支出が1,956百万円であった結果、現金及び

現金同等物は以下のとおり、前事業年度末に比べ803百万円増加し1,704百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は2,658百万円(前年同期比25.6％増)となりました。これは主に税引前当期純利益が

1,877百万円、減価償却費が1,321百万円あった一方、法人税等の支払が710百万円であったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,956百万円(同62.7％減)であります。これは主にスポーツクラブ2店及び賃貸マン

ション５棟等の建設に伴う有形固定資産の取得による支出が1,891百万円あったこと等を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は100百万円(同96.0％減)であります。これは主に短期借入金が2,051百万円減少した

こと、配当金の支払278百万及び設備関係割賦債務の返済が261百万円あった一方で、長期借入金の純増加額1,052百

万円及び社債の増加額1,563百万円の収入があったこと等を反映したものであります。 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率:自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ:営業キャッシュ・フロー／利払い 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社の利益配分については、株主各位に対し業績に対応した成果配分を行うことを基本とし、株主各位への安定、

かつ継続した配当を行うことを経営の最重要課題として位置づけるとともに、将来の事業展開及び企業体質の強化に

備えた内部留保の充実などを勘案して決定する方針であります。 

 当期の配当につきましては、株主の皆様への利益配分の機会増加を目的としまして、中間配当金として１株につき

５円、期末配当金として１株につき５円、年間配当金として１株につき10円とさせていただく予定であります。 

 次期の配当につきましては、中間配当金として１株につき５円、期末配当金として１株につき５円、年間配当金と

して１株につき10円を予定しております。 

  

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 

自己資本比率（％）  20.2 16.5 16.1  16.7 19.3

時価ベースの自己資本

比率（％） 
 49.6 109.5 91.2  48.7 29.2

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（倍） 
 15.3 8.0 9.9  8.7 7.1

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ（倍） 
 3.6 6.6 4.9  5.5 6.9
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(4）事業等のリスク 

①複数の事業を展開していることについて 

 当社は、複数の事業を展開することによって、事業リスクを分散し、収益機会を拡げることができると考えてお

り、今後も新規事業に進出したり、既存事業においても、収益見通し如何によっては売上高を一時的に縮小したり、

事業から撤退したりする可能性があります。そのため、事業別の売上高構成や主力事業が変更される可能性があり、

事業内容の変更に伴って当社の属する業界や当社の業績に重要な影響を与える可能性のある外部要因の範囲も変化す

る可能性があります。 

②出店戦略について 

 当社は、スポーツクラブ及びホテルにつきまして、当社独自のマーケティングノウハウ、多様な資金調達方法を採

用し、今後も積極的に開発を進めていく予定ではありますが、出店候補地が確保できない場合、出店に必要な人材が

確保できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③金利上昇リスクについて 

 当社は、スポーツクラブ事業、ホテル事業及び不動産開発事業において施設の開発を積極的に行っております。施

設の建設資金につきましては、金融機関等からの借入金により充当しており、今後も有形固定資産の取得に伴い、有

利子負債は増加していくと考えられます。 

 当社は、借入金を短期（約１年）、中期（５～６年）、長期（８～10年）と分類しており、プロジェクトの収益計

画に基づき資金調達を行っております。長期資金においては、金利の固定化等を行っておりますが、短期及び中期資

金の調達については、金利の上昇により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④震災発生のリスクについて 

 当社は、スポーツクラブ事業、ホテル事業及び不動産開発事業において施設の開発を積極的に行っております。 

当社は『施設』及びそれらに『サービス』を付加し収益を計上しており、大規模な震災が発生した場合『施設』の倒

壊もしくは損傷による営業中止等の理由により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤固定資産の減損について 

 当社は、平成17年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しておりますが、スポーツクラブ事業、ホテル事業

及び不動産開発事業において著しく収益及び評価額が低下し、有形固定資産の減損処理が必要となった場合、当社の

業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥情報の保護について 

 当社は、スポーツクラブ、ホテル等において多様な個人情報を管理しており、情報セキュリティにおいて厳重に管

理し、情報の漏洩等の未然防止を行っておりますが、万一情報の漏洩、不正使用が起こった場合には、信用失墜等、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（１）事業系統図 

スポーツクラブ事業 

 当社は、スポーツクラブ事業を主力事業としており、「ホリデイスポーツクラブ」という名称で、全国に現在35店舗

の郊外型大型スポーツクラブを運営しており、16才以上を対象とした大人に特化した会員制スポーツクラブで、「大人

の健康」をキーワードに「遊ぶ・楽しむ・フィットネス」を基本コンセプトとして、地域の皆さまの健康づくりやリラ

クゼーションの場所を提供しております。 当社の施設は、大人専用の広い施設とし、リラクゼーション施設等の充実

を図り、会員様のニーズに合わせた誰でも簡単に気楽に楽しめるエクササイズやグループ会員制の導入等の差別化によ

り地域一番店を目指しております。 

また、「ホリデイゴルフガーデン」という名称で、２店舗のゴルフ練習場を運営しております。 

ホテル事業 

 ホテル事業では、「ＡＢホテル」ブランドで現在、愛知県に５施設を運営しております。「快適に」をコンセプトに

蓄積されたノウハウを活かし、お客様のニーズに着実にお応えし、お客様がひと時でも心休まる快適な空間、サービス

の提供を行っており、今後も自社ブランドホテルである「ＡＢホテル」を積極的に展開してまいります。 

不動産開発事業 

 不動産開発事業では、企画開発に注力し、高品質でハイセンスな重厚感あふれる自社所有の賃貸マンション「Ａ・Ｃ

ｉｔｙ」を展開しております。 

以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。（平成21年３月31日） 

  

 
  

 （２）関係会社の状況 

  該当事項はありません。     

２．企業集団の状況
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(１）会社の経営の基本方針 

 当社は、『健康生活創造企業』を経営理念に、常に潜在需要を掘り起こす企画・提案型の企業を目指し、株主各

位及びお客様から親しまれ、愛される会社として存在できる企業であり続けることに努め、社会貢献企業になるこ

とを基本方針としております。 

 当社は現在、スポーツクラブ事業を主力事業として位置づけ、ホテル事業及び不動産開発事業を含めた収益３事

業を柱として、さらなる高収益施設サービス業への企画、開発及び投資を行っております。 

 当社は、高い付加価値を生み出す施設サービス業を展開する上で最も重要な課題のひとつとして、初期投資等の

費用を最小限に抑える必要があると考えており、建設業のノウハウを最大限活用したスポーツクラブ事業、ホテル

事業及び不動産開発事業の展開を行っております。 

  

(２）目標とする経営指標 

 当社は、経営指標の中において、売上高経常利益率を最重要指標と設定しております。 

 新規店舗展開を行い売上高だけを成長させるのではなく、ビジネスモデルを確立し、お客様の満足度の向上及び

コストの低減を図り収益率の成長性を実現し、当社株式の資産価値の向上に努めてまいります。 

 次期につきましては、売上高経常利益率20.0％（当期比＋2.1ポイント）を目指してまいります。 

  

(３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、今後もスポーツクラブ事業及びホテル事業につきましては、積極的に新規開発及び出店を行ってまいり

ます。賃貸マンション部門につきましては、必要に応じ開発を進めてまいります。 

 スポーツクラブ事業においては、初期投資を抑えた開発を推し進め、ソフト面においては、当社独自のプログラ

ムの開発、サービスの質の向上を図り、入会促進及び退会防止策の企画、立案及び推進を行ってまいります。 

 ホテル事業においても、新規出店に関してはスポーツクラブ同様初期投資を抑えた開発を推し進め、朝夕食無料

サービス、宿泊プランの多様化等進化するお客様ニーズを捉え他社との差別化を図ってまいります。 

    

(４）会社の対処すべき課題 

①既存店の収益力の強化 

スポーツクラブ事業、ホテル事業及び不動産開発事業において、既存店の収益力の維持及び向上は、最大の課題の

１つであります。 

当社のスポーツクラブ事業は初心者の方を対象としており、初心者の方が安心して参加していただけるプログラム

の取組、リラックス施設としての温浴施設の充実等を行い、広告宣伝方法の見直しによる集客強化策を実施しなけれ

ばならないと考えております。 

 売上高の増加策だけではなく、諸経費につきましても、店舗単位でのコスト改善に取り組みコスト削減による収益

力の向上も同時並行で行わなければならないと考えております。 

②財務体質の強化 

有形固定資産の建設資金については、金融機関等からの借入金により充当しており、今後も有形固定資産の取得に

伴う有利子負債の増加はやむを得ないと考えておりますが、収益率を高めることにより、短期間での返済計画を実現

し、中期的には適正な有利子負債額の計上、長期的には有利子負債の圧縮を行い、順次計画的に財務体質の強化を行

わなければならないと考えております。 

③人材の確保と育成 

施設の増加に伴う人材の確保と社員教育の強化を行い、安定したサービスの提供、サービスの質の向上を組織的に

行い、企画開発力、環境対応力の向上を図り、経営基盤の強化及び業績の安定拡大に努めなければならないと考えて

おります。 

  

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 957,881 1,817,438

受取手形 14,645 －

売掛金 70,936 21,932

完成工事未収入金 77,243 －

営業未収入金 9,936 56,356

商品 1,940 819

販売用不動産 510,735 －

未成工事支出金 87,199 －

貯蔵品 10,312 11,644

前払費用 166,858 172,389

繰延税金資産 69,255 78,848

その他 48,321 68,001

貸倒引当金 △210 △120

流動資産合計 2,025,055 2,227,310

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  19,337,671 ※1  20,745,172

減価償却累計額 △3,363,406 △4,348,427

建物（純額） 15,974,264 16,396,745

構築物 1,391,145 1,443,540

減価償却累計額 △518,749 △673,491

構築物（純額） 872,396 770,048

機械及び装置 253,591 302,070

減価償却累計額 △67,372 △100,291

機械及び装置（純額） 186,219 201,778

車両運搬具 35,671 41,274

減価償却累計額 △19,140 △21,329

車両運搬具（純額） 16,530 19,944

工具、器具及び備品 444,112 505,744

減価償却累計額 △182,870 △284,707

工具、器具及び備品（純額） 261,242 221,036

土地 ※1  3,264,020 ※1  3,606,407

リース資産 － 98,392

減価償却累計額 － △4,325

リース資産（純額） － 94,066

建設仮勘定 169,212 485,871

有形固定資産合計 20,743,887 21,795,899

無形固定資産   

ソフトウエア 2,354 11,950

その他 13,331 19,652

無形固定資産合計 15,686 31,603
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

出資金 236 230

長期貸付金 270,197 255,597

破産更生債権等 138 271

長期前払費用 178,563 152,308

繰延税金資産 319,437 333,731

敷金及び保証金 1,103,271 1,133,797

店舗賃借仮勘定 22,666 19,820

会員権 71,031 51,395

その他 157,001 159,488

貸倒引当金 △5,908 △5,410

投資その他の資産合計 2,116,635 2,101,229

固定資産合計 22,876,209 23,928,732

繰延資産   

社債発行費 － 35,489

繰延資産合計 － 35,489

資産合計 24,901,265 26,191,533

負債の部   

流動負債   

買掛金 66,814 3,221

工事未払金 104,137 －

短期借入金 ※1  4,701,336 ※1  2,650,150

1年内償還予定の社債 － 320,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  3,212,170 ※1  3,594,184

リース債務 － 17,603

未払金 741,001 395,671

未払費用 243,405 237,224

未払法人税等 367,608 470,512

前受金 119,431 105,552

未成工事受入金 22,194 －

預り金 16,419 24,375

その他 1,886 222,542

流動負債合計 9,596,405 8,041,037

固定負債   

社債 － 1,280,000

長期借入金 ※1  10,050,312 ※1  10,720,998

役員退職慰労引当金 611,380 653,580

リース債務 － 76,721

受入保証金 348,628 369,914

その他 135,160 1,350

固定負債合計 11,145,480 13,102,563

負債合計 20,741,886 21,143,600
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 241,714 241,714

資本剰余金   

資本準備金 105,064 105,064

資本剰余金合計 105,064 105,064

利益剰余金   

利益準備金 32,000 32,000

その他利益剰余金   

別途積立金 2,500,000 3,000,000

繰越利益剰余金 1,366,628 1,669,218

利益剰余金合計 3,898,628 4,701,218

自己株式 △86,534 △860

株主資本合計 4,158,872 5,047,136

新株予約権 506 796

純資産合計 4,159,378 5,047,932

負債純資産合計 24,901,265 26,191,533
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

スポーツクラブ事業売上高 7,552,362 8,153,718

不動産売上高 792,919 －

工事売上高 458,528 216,701

ホテル事業売上高 604,076 976,387

賃貸事業売上高 1,199,351 1,496,604

その他の売上高 201,010 57,819

売上高合計 10,808,247 10,901,232

売上原価   

スポーツクラブ事業売上原価 5,484,169 5,866,334

不動産売上原価 464,468 －

工事売上原価 424,878 209,191

ホテル事業売上原価 464,405 701,229

賃貸事業売上原価 736,005 849,951

その他の原価 163,109 51,014

売上原価合計 7,737,038 7,677,721

売上総利益 3,071,209 3,223,511

販売費及び一般管理費   

販売促進費 160,427 79,153

販売手数料 177,040 170,916

貸倒引当金繰入額 5 271

役員報酬 220,020 236,835

役員退職慰労引当金繰入額 39,610 42,200

給料及び賞与 199,474 143,072

法定福利費 29,065 25,220

採用費 19,297 13,010

賃借料 80,567 36,249

租税公課 67,578 80,595

減価償却費 12,763 15,746

その他 171,404 141,332

販売費及び一般管理費合計 1,177,255 984,603

営業利益 1,893,953 2,238,907

営業外収益   

受取利息 7,205 7,266

受取手数料 95,065 120,249

受取賃貸料 6,153 7,203

その他 42,634 23,644

営業外収益合計 151,058 158,363

営業外費用   

支払利息 388,742 374,251

その他 52,346 68,152

営業外費用合計 441,089 442,403

経常利益 1,603,923 1,954,867
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※1  2,125 ※1  860

貸倒引当金戻入額 － 747

違約金収入 16,850 －

その他 － 95

特別利益合計 18,975 1,703

特別損失   

固定資産除却損 ※2  18,259 ※2  64,506

固定資産売却損 － ※3  111

ゴルフ会員権売却損 － 2,255

ゴルフ会員権評価損 － 11,715

その他 － 450

特別損失合計 18,259 79,040

税引前当期純利益 1,604,638 1,877,531

法人税、住民税及び事業税 701,049 813,515

法人税等調整額 17,691 △23,886

法人税等合計 718,740 789,628

当期純利益 885,898 1,087,902
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不動産売上原価明細書 

 （注）※１ 他勘定振替高は、主に有形固定資産への振替であります。 

スポーツクラブ事業売上原価明細書

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価               

(1）期首商品棚卸高    147      1,116     

(2）当期商品仕入高    5,234      16,363     

小計    5,381      17,479     

(3）期末商品棚卸高    1,116  4,265  0.1  819  16,660  0.3

２．人件費      1,319,616  24.1    1,359,655  23.2

３．賃借料      1,611,834  29.4    1,775,449  30.3

４．減価償却費      840,372  15.3    862,222  14.7

５．水道光熱費      695,486  12.7    781,087  13.3

６．租税公課      188,922  3.4    200,415  3.4

７．その他      823,672  15.0    870,844  14.8

当期スポーツクラブ事業
売上原価 

     5,484,169  100.0    5,866,334  100.0

                

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

１．期首在庫           

(1）販売用不動産    －    510,735   

(2）分譲用不動産    606,009  606,009  －  510,735

２．当期受入高           

建物購入費    369,194    －   

土地購入費    －  369,194  －  －

３．期末在庫           

(1）販売用不動産    510,735    －   

(2）分譲用不動産    －  510,735  －  －

４．他勘定振替高  ※１    －    510,735

当期不動産売上原価      464,468    －
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工事売上原価明細書 

 （注）原価計算の方法は、実際個別原価計算を採用しております。 

ホテル事業売上原価明細書 

 （注）※１ 他勘定振替高は、販売費及び一般管理費への振替であります。 

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．材料費    87,874  20.7  72,944  34.9

２．外注費    232,983  54.8  90,571  43.3

３．人件費    60,751  14.3  18,980  9.0

４．経費    43,268  10.2  26,695  12.8

当期完成工事売上原価    424,878  100.0  209,191  100.0

.            

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．人件費      17,751  3.8    25,440  3.6

２．賃借料      48,661  10.4    109,400  15.5

３．減価償却費      84,982  18.2    165,912  23.5

４．水道光熱費      44,142  9.4    82,057  11.6

５．維持管理費      76,870  16.4    125,204  17.7

６．その他      195,800  41.8    198,130  28.1

合計      468,209  100.0    706,145  100.0

他勘定振替高 ※１    3,803      4,915   

当期ホテル事業売上原価      464,405      701,229   
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賃貸事業売上原価明細書 

その他の原価明細書 

  

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．賃借料    192,829  26.2  218,055  25.7

２．減価償却費    196,381  26.6  276,670  32.6

３．維持管理費    36,940  5.0  66,984  7.9

４．修繕費    1,211  0.2  1,574  0.2

５．水道光熱費    15,844  2.2  19,503  2.3

６．租税公課    80,782  11.0  107,504  12.6

７．業務委託費    101,694  13.8  97,128  11.4

８．その他    110,321  15.0  62,529  7.3

当期管理事業売上原価    736,005  100.0  849,951  100.0

            

    
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

科   目 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．期首商品棚卸高    806      823     

２．当期商品仕入高    163,126      50,190     

小計    163,933      51,014     

３．期末商品棚卸高    823  163,109  100.0  －  51,014  100.0

当期その他の原価      163,109  100.0    51,014  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 241,714 241,714

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 241,714 241,714

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 105,064 105,064

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 105,064 105,064

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 32,000 32,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 32,000 32,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,000,000 2,500,000

当期変動額   

別途積立金の積立 500,000 500,000

当期変動額合計 500,000 500,000

当期末残高 2,500,000 3,000,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,117,814 1,366,628

当期変動額   

別途積立金の積立 △500,000 △500,000

剰余金の配当 △137,084 △279,913

当期純利益 885,898 1,087,902

自己株式の処分 － △5,399

当期変動額合計 248,814 302,589

当期末残高 1,366,628 1,669,218

利益剰余金合計   

前期末残高 3,149,814 3,898,628

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △137,084 △279,913

当期純利益 885,898 1,087,902

自己株式の処分 － △5,399

当期変動額合計 748,814 802,589

当期末残高 3,898,628 4,701,218
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △4,396 △86,534

当期変動額   

自己株式の取得 △82,138 △364

自己株式の処分 － 86,039

当期変動額合計 △82,138 85,674

当期末残高 △86,534 △860

株主資本合計   

前期末残高 3,492,196 4,158,872

当期変動額   

剰余金の配当 △137,084 △279,913

当期純利益 885,898 1,087,902

自己株式の取得 △82,138 △364

自己株式の処分 － 80,640

当期変動額合計 666,675 888,264

当期末残高 4,158,872 5,047,136

新株予約権   

前期末残高 217 506

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 289 289

当期変動額合計 289 289

当期末残高 506 796

純資産合計   

前期末残高 3,492,413 4,159,378

当期変動額   

剰余金の配当 △137,084 △279,913

当期純利益 885,898 1,087,902

自己株式の取得 △82,138 △364

自己株式の処分 － 80,640

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 289 289

当期変動額合計 666,964 888,553

当期末残高 4,159,378 5,047,932
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,604,638 1,877,531

減価償却費 1,135,699 1,321,634

ゴルフ会員権評価損 － 11,715

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 2,610

その他の特別損益（△は益） △16,850 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △480 △588

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39,610 42,200

受取利息及び受取配当金 △7,223 △7,283

支払利息 389,027 374,321

社債発行費償却 － 601

有形固定資産売却損益（△は益） △2,125 △748

有形固定資産除却損 18,259 64,506

売上債権の増減額（△は増加） 52,643 94,013

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,472 62,102

仕入債務の増減額（△は減少） △28,255 △167,730

未払又は未収消費税等の増減額 △46,879 219,858

その他の資産の増減額（△は増加） 26,016 61,286

その他の負債の増減額（△は減少） 141,310 △205,809

その他 289 289

小計 3,316,154 3,750,510

利息及び配当金の受取額 1,799 1,754

利息の支払額 △388,246 △383,269

法人税等の支払額 △813,520 △710,058

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,116,187 2,658,937

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △11,000 △111,000

定期預金の払戻による収入 － 55,191

有形固定資産の取得による支出 △4,962,487 △1,891,720

有形固定資産の売却による収入 3,428 6,766

ゴルフ会員権の取得による支出 － △7,000

ゴルフ会員権の売却による収入 － 12,314

貸付けによる支出 △6,000 －

貸付金の回収による収入 18,910 19,619

差入保証金の差入による支出 △260,786 △60,101

保険積立金の解約による収入 － 14,180

その他 △21,674 5,569

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,239,608 △1,956,181
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,546,336 △2,051,186

長期借入れによる収入 4,500,500 4,848,850

長期借入金の返済による支出 △2,935,311 △3,796,150

配当金の支払額 △137,818 △278,976

社債の発行による収入 － 1,563,908

自己株式の処分による収入 － 80,640

自己株式の取得による支出 △82,138 △364

設備関係割賦債務の返済による支出 △356,194 △261,822

リース債務の返済による支出 － △4,067

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,535,373 100,832

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △588,047 803,588

現金及び現金同等物の期首残高 1,488,897 900,849

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  900,849 ※1  1,704,438
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

  

  

(1) 商品 

芝生…移動平均法による原価法 

上記以外…最終仕入原価法による原

価法 

    評価基準は、原価法（収益性の低下 

 に基づく簿価切り下げの方法）によっ 

 ております。  

(1) 商品 

 芝生…移動平均法による原価法 

  上記以外…最終仕入原価法による原  

       価法 

  (2) 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(2) 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

  (3) 販売用不動産・分譲用不動産・未成

工事支出金 

 個別法による原価法 

  

   ───────────  

  

(3) 販売用不動産・分譲用不動産・未成

工事支出金 

 個別法による原価法 

  

（会計方針の変更） 

  当事業年度より「棚卸資産の評価に  

関する会計基準」（企業会計基準第９ 

号 平成18年７月５日公表分）を適用 

しております。 

  これによる損益に与える影響はあり

ません。  

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法 

  

 同左 

  

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっておりますが、取得価額

が10万円以上20万円未満の少額減価償

却資産については、全額費用処理して

おります。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

 同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ44,826

千円減少しております。 

  ───────────  
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (追加情報) 

 法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ1,113千

円減少しております。 

(追加情報) 

 法人税法の改正に伴い当事業年度よ

り、機械及び装置の耐用年数は、改正

後の法人税法に基づく耐用年数に変更

しております。  

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ18,396

千円増加しております。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 ただし、ソフトウェアの自社利用分

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法により、販

売用については、販売期間（３年）に

基づく定額法によっております。 

  （3）  ─────────── 

  

(3) リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借処理に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  

  (4) 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(4) 長期前払費用 

 同左 

４．繰延資産の処理方法 ─────────── 

  

  社債発行費 

 償還期間にわたり、定額法により償

却しております。   

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

  (2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(2）役員退職慰労引当金 

 同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によっております。 

完成工事高の計上基準 

 同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

   ─────────── 

  

  

８．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、すべ 

て金利スワップの特例処理の要件を満 

たしているため、当該特例処理を適用 

しております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・借入金 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  （3）ヘッジ方針 

 内部規定に基づき、借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇による

変動リスクを回避する目的で利用して

おります。 

（3）ヘッジ方針 

 同左 

  （4）ヘッジ有効性評価の方法 

 すべて金利スワップの特例処理によ

っているため、有効性の評価を省略し

ております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資。  

 同左 

１０．その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

 なお、資産に係る控除対象外消費税

等は長期前払費用に計上し、５年間で

均等償却を行っております。  

 消費税等の会計処理 

 同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日） 

              ───────────      リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る会計処理によっておりましたが、当

事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取

引に係る会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き、通

常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。 

 これにより損益に与える影響は軽微であります。 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「長期設備未払金」

（当期末残高130,457千円）は、負債及び純資産の合計額

の100分の1以下となったため、固定負債の「その他」に含

めて表示することにしました。 

─────────── 

  

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記しておりました「シンジケートローン

手数料」（当期43,479千円）は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含め

て表示することにしました。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１ 担保資産 

担保に供している資産 

※１ 担保資産 

担保に供している資産 

建物 7,214,439千円

土地 2,238,613千円

合計 9,453,053千円

建物 9,494,742千円

土地 3,147,037千円

合計 12,641,779千円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 3,738,336千円

1年以内返済予定の長期借入金 1,774,352千円

長期借入金 6,365,085千円

合計 11,877,774千円

短期借入金 2,032,150千円

1年以内返済予定の長期借入金 2,580,428千円

長期借入金 8,871,390千円

合計 13,483,969千円

 ２ 受取手形裏書譲渡高 7,326千円  ─────────── 

（損益計算書関係）

前事業年度 
 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

車輌運搬具 2,125千円 車輌運搬具 860千円 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 17,173千円 

構築物 150千円 

車輌運搬具 935千円 

建物 61,685千円 

構築物 2,570千円 

撤去費用 250千円 

─────────── ※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

  機械装置           111千円  
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加2,879千株は、株式の分割によるものであります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式増加122千株は、取締役会決議による自己株式の取得120千株、単元未満株 

      式の買取りによる増加１千株及び株式分割に伴う増加０千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式（注１）  13,712  2,879  －  16,592

合計  13,712  2,879  －  16,592

自己株式         

普通株式（注２）  4  122  －  126

合計  4  122  －  126

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当事業年度
末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  506

合計 －  －  －  －  －  506

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月15日 

定時株主総会 
普通株式  137,084  10 平成19年3月31日 平成19年6月18日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年6月19日 

定時株主総会 
普通株式  197,587  利益剰余金  12 平成20年3月31日 平成20年6月20日
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当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少126千株は第三者割 

      り当てによる自己株式の処分によるものであります。 

  

    ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  16,592  －  －  16,592

合計  16,592  －  －  16,592

自己株式         

普通株式（注１）  126  0  126  1

合計  126  0  126  1

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当事業年度
末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  796

合計 －  －  －  －  － 796 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年6月19日 

定時株主総会 
普通株式  197,587  12 平成20年3月31日 平成20年6月20日 

平成20年10月27日 

取締役会 
普通株式  82,326  5 平成20年9月30日 平成20年12月9日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年6月17日 

定時株主総会 
普通株式       82,955  利益剰余金 5 平成21年3月31日 平成21年6月18日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

  されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

  されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

  

─────────── 
  

現金及び預金 957,881千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △57,031千円

現金及び現金同等物 900,849千円

  

※２ 重要な非資金取引の内容 

   当事業年度に新たに計上したファイナンス・リー 

   ス取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ98,392 

    千円であります。 

現金及び預金 1,817,438千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △113,000千円

現金及び現金同等物 1,704,438千円
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（リース取引関係）

前事業年度 
 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ ファイナンス・リース取引（借主側） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ① リース資産の内容 

   有形固定資産 

   スポーツクラブ事業における店舗設備（工具、器具 

  及び備品）であります。  

 ② リース資産の減価償却の方法 

   重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に

  記載のとおりであります。 

  

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は以下のとおりであ

ります。  

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高相当額 

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高相当額  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

 3,772,066  1,637,736  2,134,330

ソフトウェア  219,745  92,588  127,157

合計  3,991,811  1,730,324  2,261,487

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

 3,536,764  2,123,826  1,412,938

ソフトウェア  176,840  86,241  90,599

合計  3,713,605  2,210,067  1,503,537

（２） 未経過リース料期末残高相当額 （２） 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 736,659千円

１年超 1,605,841千円

合計 2,342,501千円

１年以内 653,603千円

１年超 937,512千円

合計 1,591,116千円

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 771,007千円

減価償却費相当額 683,596千円

支払利息相当額 97,218千円

支払リース料 790,414千円

減価償却費相当額 701,312千円

支払利息相当額 75,888千円

（４） 減価償却費相当額の算定方法 （４） 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 同 左 

（５） 利息相当額の算出方法 （５） 利息相当額の算出方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

 同 左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料   未経過リース料 

１年以内 4,410千円

１年超 5,408千円

合計 9,819千円

１年以内 62,354千円

１年超 1,054,980千円

合計 1,117,334千円

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 
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前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

１．取引の状況に関する事項 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月 1日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月 1日 
至 平成21年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(1）取引の内容 

 同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 同左 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

   金利スワップの特例処理によっております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段・・・金利スワップ 

    ヘッジ対象・・・借入金 

ヘッジ方針 

 内部規定に基づき、借入金利等の将来金利市場にお

ける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

ヘッジ有効性の評価の方法 

 すべて金利スワップの特例処理によっているため、

有効性の評価を省略しております。 

(3）取引の利用目的 

 同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクは

ほとんどないと認識しております。 

（4）取引に係るリスクの内容 

 同左 

  

（5）取引に係るリスク管理体制 

 取引は金利スワップ取引のみに限定されており、基

本方針は取締役会にて決定され、その管理は管理本部

にて行っております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 

 同左 
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 ２．取引の時価等に関する事項 

  

前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成19年４月 1日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月 1日 
至 平成21年３月31日） 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されて

いるため、記載の対象から除いております。 

同左 

（退職給付関係）
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費の株式報酬費用  289千円 

   

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（ストック・オプション等関係）

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社取締役 1名 

ストック・オプション数（注） 普通株式6,655株 

付与日 平成18年7月31日 

権利確定条件 

①新株予約権の権利行使時において当社の取締役、

監査役又は従業員であることを要する。 

②その他、新株予約権の行使条件は当社と新株予約

権者で締結する「新株予約権付与契約書」に定め

るところによる。 

対象勤務期間 平成18年7月31日から平成21年6月30日まで。 

権利行使期間 平成21年7月1日から平成24年6月30日までの3年以内。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）      

前事業年度末  5,500

株式分割による増加  1,155

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  6,655

権利確定後      （株）      

前事業年度末  －

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  －
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② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  1,055

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円）  154
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当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費の株式報酬費用  289千円 

   

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社取締役 1名 

ストック・オプション数（注） 普通株式6,655株 

付与日 平成18年7月31日 

権利確定条件 

①新株予約権の権利行使時において当社の取締役、

監査役又は従業員であることを要する。 

②その他、新株予約権の行使条件は当社と新株予約

権者で締結する「新株予約権付与契約書」に定め

るところによる。 

対象勤務期間 平成18年7月31日から平成21年6月30日まで。 

権利行使期間 平成21年7月1日から平成24年6月30日までの3年以内。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）      

前事業年度末  6,655

株式分割による増加  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  6,655

権利確定後      （株）      

前事業年度末  －

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  －
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② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  1,055

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円）  154
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     前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

    該当事項はありません。 

     当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産（流動資産））   

未払賞与 20,569千円

未払事業税 26,942千円

未払保険料 2,385千円

その他 19,357千円

 小計 69,255千円

（繰延税金資産（固定資産））     

ゴルフ会員権評価損 31,819千円

役員退職慰労引当金 244,552千円

仲介手数料否認 66,520千円

その他 8,616千円

小計 351,508千円

評価性引当額 △32,071千円

繰延税金資産合計 388,692千円

（繰延税金資産（流動資産））   

未払賞与 23,701千円

未払事業税 33,210千円

未払保険料 2,748千円

その他 19,188千円

 小計 78,848千円

（繰延税金資産（固定資産））     

ゴルフ会員権評価損 21,037千円

役員退職慰労引当金 261,432千円

仲介手数料否認 70,803千円

その他 1,531千円

小計 354,805千円

評価性引当額 △21,073千円

繰延税金資産合計 412,579千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.0％

（調整）     

交際費等永久差異 0.1％

留保金課税 1.6％

住民税均等割 0.5％

その他 2.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8％

法定実効税率 40.0％

（調整）     

交際費等永久差異 0.1％

留保金課税 1.5％

住民税均等割 0.4％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.1％

（企業結合等）

（持分法損益等）
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  役員及び個人主要株主等 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．賃貸借料の受取及び支払については、近隣の取引実勢に基づいて算定しております。 

３．被債務保証に対して、保証料の支払は行っておりません。 

４．沓名俊裕の実弟である沓名照行が議決権の80％を所有しております。 

５．沓名昭二は沓名俊裕の実父であります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び 

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適 

用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等  

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．賃貸料の受取については、近隣の取引実勢に基づいて算定しております 

３．沓名俊裕の実弟である沓名照行が議決権の80％を所有しております。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等の名称 住所 資本金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 沓名 俊裕  －  －

当社 

代表取締

役社長 

直接 

65.8％
 －  －

割賦契約に伴う

被債務保証 

（注３） 

 10,605  － －

役員の近

親者 

沓名 昭二

（注５） 
 －  － － －  －  －

賃借料の支払 

（注２） 
 1,530 前払費用 127

役員及び

役員の近

親者が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社 

株式会社未

来住建 

（注４） 

愛知県 

安城市 
 20,000 建設業 － なし 

建物の

賃貸 

賃貸料の受取 

 (注２) 
 3,096 前受金 226

種類 会社等の名称 所在地 資本金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員及び

役員の近

親者が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社 

株式会社未

来住建 

（注３） 

愛知県 

安城市 
 20,000 建設業 － 建物の賃貸 

賃貸料の受取 

 (注２) 

  

工事の紹介料

等  

 

  

  

 

6,921

24,371

前受金 

  

  

未収入金  

 

 

433

15,278
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 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

    前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

    当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

    該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

 （自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額           252円57銭              304円20銭 

１株当たり当期純利益         53円57銭           65円82銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
   －  － 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益につきましては、潜在株式を

有しておりますが、希薄化効果を有し

ないため記載を省略しております。 

 同左 

  

 

  

  

 当社は、平成19年4月1日付で株式１

株に対し1.1株の分割を行っており、

平成19年10月1日付で株式１株に対し

1.1株の分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

────── 

  

  

  

  

  

 

  

  

１株当たり純資産額 210円  53銭

１株当たり当期純利益 48円 42銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
 48円  42銭

      

     

       

  前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益            

当期純利益（千円）  885,898  1,087,902

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  885,898  1,087,902

期中平均株式数（株）  16,536,300  16,528,122

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益            

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  －

（うち新株予約権）  － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

   新株予約権 １種類 

         6,655株 

 なお、新株予約権の概要は

「第４提出会社の状況、１株式

等の状況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。 

 同左 

  

  

  

  

  

  

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

  社外取締役  岡田 朗里 （現社外監査役） 

 ・新任監査役候補 

  社外監査役  櫻井 由美子  

③ 就任予定日 

    平成21年6月17日 

(2）生産、受注及び販売の状況 

（１）生 産 実 績 

 生産実績 

当事業年度の不動産開発事業における生産実績を示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．事業単位での区分表示としております。 
  

  仕入実績 

当事業年度におけるスポーツクラブ事業及び不動産開発事業における仕入実績を示すと、次のとおりでありま

す。 

（注）１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２.事業単位での区分表示としております。 

   

５．その他

区 分 
当事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％） 

不動産開発事業（千円）  121,991  △75.9

区 分 
当事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％） 

スポーツクラブ事業（千円）  16,363  212.6

不動産開発事業（千円）  50,190  △92.0

合計（千円）  66,553  △89.5
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   （２）受 注 実 績 

当事業年度の不動産開発事業における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１.金額は販売価格によっております。 

    ２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３.事業単位での区分表示としております。 

（３）販 売 実 績 

  当事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．事業単位での区分表示としております。 

  

区 分 
当事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 前年同期比（％） 

不動産開発事業（千円） 
受注高 受注残高 受注高 受注残高 

 133,566  －  △73.2  －

区 分 
当事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％） 

スポーツクラブ事業（千円）  8,153,718  8.0

ホテル事業部（千円）  976,387  61.6

不動産開発事業（千円）  1,771,126  △33.2

合計（千円）  10,901,232  0.9
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